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第 5 章 

 

タイ商業銀行セクターと銀行セクターへの外資参入 
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要約：  

タイではアジア金融危機をきっかけに商業銀行部門に大きな再編が起きた。破綻処理

の対象となった中規模行、小規模行を外資が買収する形で参入があり、大規模行も海外

から多くの出資を受けた。 

2000 年代の「金融セクター・マスタープラン（I）」や 2010 年から実施されたそのフェ

ーズ II においては、海外からの銀行業の参入が奨励されるとともに、地場資本からの商

業銀行への新規参入も広げられた。一方で従来からの金融コングロマリットによるビジ

ネスの拡大は抑制的されてきた。 

外資の参入にはこれまで段階的に進んできている。金融危機直後に参入した欧米系外

資はリーマンショック以降退潮気味であり、それに代わって日系、中国・台湾系、アセ

アン域内系の外資の参入が目立っている。 

商業銀行部門における外資のプレゼンスを定量的に観察すると、外国人株主比率は安

定的に上昇し、2014 年には平均で 40%台という極めて高い水準に至っている。他方、買

収などによって参入した外国銀行の銀行部門に占める比率は全体としては微増傾向には

あるが、リーマンショック時には一旦低下し、2010 年代には回復するが 10%前後で推移

している。 

こうした外資を中心とする商業銀行部門への新規参入が、市場の競争環境に与える影

響はあまり大きくなく、どちらかといえば、むしろ寡占性を強めているように見える。 

商業銀行の収益構造を観察すると、外国銀行の収益率や経営効率性は、大手の地場銀

行には見劣りし、同規模の中規模地場銀行と同じ程度である。この点で、外国銀行の参

入が、優れた金融技術の導入に繋がって銀行部門を効率化するといった、仮説は現段階

では、必ずしも明らかではない。 

 

キーワード：タイ、商業銀行部門、所有構造、金融規制 
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はじめに 

 

東南アジア諸国では、金融機関の業務規制緩和と資本フローの対外開放による金融自由

化が進められてきた。東南アジアではじめに自由化が進んだのは 1980 年代のインドネシア

で、タイでは 1990 年代に本格的に進められた。1997 年の金融危機では家族所有型の商業銀

行が、不健全なコーポレート・ガバナンスや非効率の貸出行動の要因となったとされ、危

機直後には、世界銀行・IMF の公的支援を受け入れる中で、公的資金の注入、国有化や外

資による買収などを通じた再編が行われた。改革の結果、従来のビジネス・グループやそ

の創業者家族は経営の主導権を失い、代わって、銀行などの外国資本の参入が相次いだ。

タイ経済は 2003 年頃から回復軌道に乗り、それを踏まえて「金融セクター・マスタープラ

ン」などで一層の改革・再編が進められる中で、商業銀行部門は大きく変容してきた。 

商業銀行部門における外資のプレゼンスは、金融危機以降一貫して高く推移しているが、

その内実はかなり変化させている。2008 年頃から、欧米銀行に代わって、日系・中国系の

大手銀行の参入や、東南アジア域内からの進出が数多く見られるようになっており、ここ

数年では域内からの外資参入も加速している。2017 年末時点ではタイ商業銀行 19 行の中 9

行が外資銀行となっており、そのうち、7 行が東アジア東南アジア域内からの外資行である。

またそのうち 4 行が最近 4 年のうちに参入したものである。 

また、2015 年に発足した ASEAN 経済共同体（AEC）の形成を踏まえて、各国の中央銀

行では ASEAN Banking Integration Framework（ABIF）が合意され、次世代の金融自由化と

金融の一体化が目指されている。 

アジア金融危機から 20 年を経た現在、タイ商業銀行セクターはどのような成長を遂げた

のか。本章では、これまでの変容と現状を整理しながら、タイ商業銀行部門の再編・改革

を評価し、特に、外資の参入が商業銀行セクターにどのような影響を与えるのかを考察す

る。 

本章の構成は以下のとおりである。第 1 節ではタイ銀行部門に関わる経済成長・マクロ

金融環境を振り返り、これまでの金融マスタープラン（Ⅰ、Ⅱ）の性格を整理する。第 2 節で

はアジア通貨危機から現在までの商業銀行部門の再編と変容を整理し、4 つの段階に分けて

それぞれの特徴を捉える。第 3 節では外資参入を中心となる銀行部門の所有構造の変化、

市場競争環境の変化及び銀行貸出行動の変化を整理し、商業銀行のパフォーマンス及び金

融仲介機能を評価する。最後に本章の主要な観点を整理して議論をまとめる。 
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第 1 節 経済環境と金融部門に関わる政策 

 

1. 経済成長、マクロ金融環境 

 

アジア金融危機の直後には、世銀や IMF の支援を受け入れて、金融部門を含む大規模な

制度改革が行われた。危機直後のチヤワリット政権やチュアン政権では、経営難に陥った

商業銀行に対し、国有化や公的資金の注入や銀行間の合併などの措置が取られた。タイ経

済が成長を取り戻すのは 2003 年頃からである。2001 年に発足したタクシン政権は、金融部

門の巨額の不良債権問題の処理に取り組み、他方で、国内部門による国内需要の拡大と、

輸出部門の振興という 2 つの柱で成長を牽引する「デュアル・トラック政策」を提唱した。

2006 年にタクシン政権がクーデターで倒れるまでの間、平均 5%を超える成長率を示し、全

体としては順調な回復を実現している。 

2008 年のリーマンショック直後には資金逃避や国際市場の低迷などによって経済成長が

急落した。図 1 が示すように 2009 年半ばから成長率は急速に回復するが、2011 年には、5

月の軍事クーデターと 10 月のバンコク周辺の洪水の影響で、日系企業をはじめ多数の外資

系輸出企業が打撃を受け、この年はマイナスの成長率に陥っている。この時期からタイの

成長率は、他の ASEAN 主要諸国の成長の基調からやや見劣りする水準で推移している。洪

水の影響からはすぐに回復したが、2013 年末にはインラック政権に対する大規模の反政府

デモによって政治が不安定し、翌年 5 月にはクーデターが起きるなどの政治環境の問題も

あり、2014 年にはとりわけ低成長に陥っている。 

 

 

図 1：タイ実質 GDP 成長率の推移 

 

〔出所〕World Bank, Key Indicators. 

11.2 

8.4 

9.2 
8.7 

8.0 

8.1 

5.6 

-2.8 

-7.6 

4.6 4.5 

3.4 

6.1 

7.2 
6.3 

4.2 
5.0 

5.4 

1.7 

-0.7 

7.5 

0.8 

7.3 

2.8 

0.9 
2.9 

3.2 
3.7 

-10

-5

0

5

10

15

1
9

9
0

1
9

9
1

1
9

9
2

1
9

9
3

1
9

9
4

1
9

9
5

1
9

9
6

1
9

9
7

1
9

9
8

1
9

9
9

2
0

0
0

2
0

0
1

2
0

0
2

2
0

0
3

2
0

0
4

2
0

0
5

2
0

0
6

2
0

0
7

2
0

0
8

2
0

0
9

2
0

1
0

2
0

1
1

2
0

1
2

2
0

1
3

2
0

1
4

2
0

1
5

2
0

1
6

2
0

1
7



80 

2014 年に登場したプラユットの軍事政権のもとで、経済は徐々に安定してきている。最

近では、新しい「デュアル・トラック」政策として、公共投資・民間投資が主要な牽引力

とした内部成長と輸出業・観光業を主とした外部成長を目指している。特に高速鉄道に代

表されるインフラ関連の公共投資の拡大や、観光業の急速な発展が、経済成長を牽引する

要素になっている。 

 

 

2. 金融マスタープラン 

 

（1）金融セクターマスタープラン・フェーズ Ⅰ 

アジア金融危機の直後には、金融機関の監督機能や市場規制の不備がその原因とされ、

世銀・IMF の公的支援を受け入れる際に、不良債権処理や金融再建に加え、金融法制を含

む各制度の改革が支援の条件として課された。金融システムの改革は、銀行セクターを中

心として進められ、2004 年になると金融市場の健全な発展や金融サービスの向上・効率化

などを目指した「金融セクター・マスタープラン（I）」が、実施に移される。マスタープラ

ンでは、地方や都市部の低所得者に対する金融サービスへのアクセスの拡充、金融機関の

ライセンス制度の再編・効率化といった方針が示された。 

この時期、タイ中央銀行は、金融包摂の推進のため、マイクロファイナンスを支援する

金融機関の創設や、既存の銀行から地方開発銀行へ転換の方針を示している。マスタープ

ラン I の実施過程の特徴は以下 3 点である。第 1 は、銀行ライセンス制度の再編で、リテー

ル銀行の業態の新設や、外国銀行子会社・外国銀行支店の許可（免許）制度の再編が行わ

れている。地場金融機関を一般的な金融サービスの提供する「商業銀行」と個人・中小企

業に金融サービスを提供するより小規模の「リテール銀行」の二種類の銀行免許にわけて

いる。また、外国金融機関が 1 つの支店しか許可されない「フルブランチ」と最大 5 店舗

が開設できる「現地法人」といった形に外国銀行に対する銀行免許を多様化させた。 

第 2 に、ワンプレゼンス・ポリシー（One-Presence Policy）を導入し、金融コングロマリ

ットの傘下に複数の預金受入金融機関（商業銀行ないし金融会社）を持つことが禁じられ

た。第 3 に、金融機関の再編の過程で悪化した寡占的な競争環境を改善するために、新し

い金融商品や金融革新が奨励されている。 

 「金融セクター・マスタープラン（I）」の実施期間中に、2007 年に中央銀行の独立性の

強化を目指す「タイ中央銀行法の改正」、商業銀行に対して自己資本比率などを規定された

「金融機関法」、全額預金保険制度から部分預金保険制度へと移行させる「預金保険機構設

置法」といった法案が制定され、金融制度の充実が図られてきた。 

 

（2）金融セクターマスタープラン・フェーズ Ⅱ 

「金融セクター・マスタープラン（Ⅰ）」の成果を踏まえて、2009 年には「金融セクター
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マスタープラン・フェーズ II」が発表され、翌年から 2014 年までが実施期間とされてきた。

フェーズ II では、金融システム全体の業務コストの削減による効率化、外資を含めた新規

参入の促進による銀行セクターの競争を強化、金融サービスへのアクセスの一層の改善、

決済システムや情報管理機関や法整備などの金融インフラの強化、などが強調されている。 

油谷［2014］によると、マスタープラン・フェーズ II の実施過程では、不良債権・不稼

働資産の処理の推進や、金融規制を簡素化による銀行セクターの経営コストの圧縮にとり

わけ重点が置かれたとされている。市場競争の強化を目指して、外国金融機関の支店数や

ATM の設置に対する規制も緩和された。外国銀行の進出に関しては、「フルブランチ」認可

の外国銀行支店には 3 支店まで開設することが認められ、一方、「現地法人」には支店 20

と ATM 20 ヵ所までが認められるように規制が緩和された。さらに、新規参入の促進によっ

て外資の積極的な参入が奨励されてきた1。 

 

 

第 2 節 商業銀行部門の再編と変容：沿革 

 

タイで最初に商業銀行法が制定されたのは 1945 年であり、その前後に中国系商人が次々

と民間商業銀行を設立している。1940 年から 1950 年には 15～16 行の地場の商業銀行があ

り、1960 年代初めまでにそのような地場商業銀行を中心とする銀行セクターが形成された

ている。概ね 15 行で構成されるタイの商業銀行セクターはアジア金融危機の起きる 1997

年まで維持されてきた。1970 年代には銀行業の寡占化が進み、銀行を中心とする金融コン

グロマリットの同族経営は時に批判の対象となってきた。その中でも、大規模行は複合財

閥、中規模行は不動産系財閥、小規模行は特定家族の資本管理会社の性格と、異なる特徴

を持ってきたと言われる。 

 

1. アジア金融危機直後の再編（1998～2001）  

 

1992 年頃からタイ金融部門では、金融自由化が本格化するとともに、景気が過熱気味に

推移し、商業銀行ではその規模が急拡大するとともに、収益率も上昇した。実質固定レー

ト制度の中で、オブショア市場（BIBF）も開設されることで事実上、銀行信用を通じた資

本移動に規制のない状態が続いた。1997 年 7 月に、外貨準備が枯渇して固定為替レートの

維持ができなくなりバーツが暴落する。アジア金融危機の発生である。商業銀行部門では、

外貨建て負債のバーツ換算金額額が俄に高騰し、経営は急速に悪化して破綻が相次ぐ。危

機後への対処として、問題銀行の一時国有化や、外資買収によって商業銀行部門の再編が

                                                        
1 マスタープラン・フェーズ II では、そのほかに、金融インフラ面では、銀行のリスク管理の強

化を支援する信用情報機関（National Credit Bureau, NCB）の拡充、情報蓄積など金融システムの

機能向上が唱われている。 
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進められた。1998 年 8 月には、「金融再建トータルプラン」により、金融会社の 92 社のう

ち 56 社が業務停止、一時国有化された。商業銀行では 5 行が経営破綻して国有化され、3

行が直接に外資銀行に買収された。大規模行にも公的資本が注入され、抜本的な再編が試

みられた。地場銀行や外資による買収・国有化を免れて経営体制を維持できたのは大規模

行を中心とする 5 行のみであった。1998 年末には不良債権比率が 46.7%までに至り、チェ

アン政権のもとでは、破産法の整備し、民間債務再編促進委員会の設置などにより債務処

理を試みられてきたが、効果は小さかった。 

補論図 1 では、商業銀行部門の再編過程をまとめたものである。この図から確認できる

ように、金融危機直後の再編過程では、大規模行は再編には巻き込まれずに自力で経営を

維持している一方で、中規模行の多くは一時国有化され、小規模行の多くは外資によって

直接買収されている。 

 

 

2. タクシン政権下の金融改革（2001～2006） 

 

2001 年 2 月に誕生したタクシン政権では、金融危機直後の IMF・世界銀行の金融支援に

伴う金融部門の改革の局面を脱して、「デュアル・トラック政策」と呼ばれる新しい経済政

策を打ち出した。金融分野においては、バーゼルⅡへの取り組みを始め、金融機関の機能別

の再編を通じて金融システム構造の合理化と健全性規制の整備が進められている。既述の

ように、2004 年 1 月に公表された「金融セクター・マスタープラン（Ⅰ）」では、銀行免許

制度の改革を行って個人や中小企業金融向けの「リテール銀行」という業態を創設する。

商業銀行部門の競争を促進するため、外資に対する金融規制や業務上の制約を緩和し、外

国銀行支店から現地法人へのライセンスの転換を許容していく。また、ビジネス・グルー

プの金融部門の支配を抑制するために「ワンプレゼンス・ポリシー」によって商業銀行に

よる金融会社への出資も禁止するなどの政策も取られた。2002 年以降は、4 つの金融会社

の商業銀行への昇格や、外国銀行支店の現地法人へ転換を認めている。 

 

 

3. タクシン政権後（2006～2010） 

 

2006 年 9 月のクーデターによるタクシン政権の瓦解のあとは、スラユット、サマック、

アピシットと政権が移るが、その間も商業銀行部門では「金融セクター・マスタープラン Ⅰ」

に沿った進展が見られる。この間に、4 つの金融会社が商業銀行に、他の 4 つが「リテール

銀行」へ昇格した。さらには、マレーシア系と中国系銀行各 1 行が、地場の中小規模行を

買収してタイの国内銀行のライセンスを取得して商業銀行に参入している。このように、

この時期には、地場資本、外資の双方から、商業銀行部門に新しい参入が拡大している。 
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4. 2010 年代以降（2010～2017） 

 

2009年に公表された「金融セクターマスタープラン・フェーズⅡ」は翌年に実施に移され

た。この時期、外資銀行を含む銀行間の競争はより強化されている。従来の参入は、欧米

系及びシンガポール系の外資が主導したものであったが、2010年代に入って日系・中国系

の参入が活発化する。「金融セクター・マスタープラン（Ⅱ）」に沿って、金融当局は、2013 

年の7月7日～12月30日に期間を限定して、外国銀行子会社の新規開設申請を受付け、その

結果、日系2行・中国系１行・オーストラリア系1行が新たに商業銀行に参入することとな

った。この時期は、アジア金融危機直後の外国銀行参入ブーム以来の、最大級の外資参入

ブームとなった。 

2015年にASEAN首脳会議で確認されたASEAN経済共同体（AEC）の発足によって、各国

の中央銀行はASEAN Banking Integration Framework（ABIF）を承認し、域内における銀行部

門の自由化・一体化を目指すこととなった。ABIFのもとで適格ASEAN銀行（Qualified ASEAN 

Banks, QAB）が設定され、一定の基準を満たす銀行には域内で各国銀行市場に同等の扱い

を認めるなどの取り組みがなされており、将来はタイを含む各国の銀行市場において、さ

らに外国銀行のプレゼンスが高くなると見込まれる。 

 

 

第 3 節 商業銀行部門の所有構造と機能 

 

1. 所有構造の変化－外資参入を中心に 

 

アジア金融危機の直後の金融改革では、既述の通り、一時国有化や外資による買収によ

って伝統的なビジネス・グループ家族の所有構造は大きく崩れた。タクシン政権下の経済

改革では、2004 年「金融セクター・マスタープラン（I）」のもとで、「リテール銀行」業態

の創設、外国銀行支店の現地法人への転換など外資規制緩和が進み、その中で外国銀行に

よる中小規模行の買収は益々盛んになり外資銀行の数は急増した。マスタープランのもと

での外資規制は、外資出資比率 25%までは中央銀行の承認は不要とし、49%までは中央銀行

の承認を要する、49%を超える場合は財務省の承認が求められる、という形式で運用されて

いる。財務省による承認判断には具体的な基準等は定められておらず、案件ごとに判断が

なされている、とされる。 

図 2 は、3 つの指標から過去 30 年ほどの商業銀行部門における外資のプレゼンスの推移

を示したものである。ここでは「外資」の定義を 2 種類に分けて考えている。一つはそれ

ぞれの銀行に対する「外資出資比率」（外国銀行、海外の個人・機関投資者による出資）の

加重平均（ウエイトは総資産）を指標にとるものである。もう一つは、外国銀行が主導し

て地場系の銀行を買収したり、外国銀行支店から商業銀行のライセンスを取得したりして、
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商業銀行部門に参入した銀行を「外国銀行」と見なして、その数や総資産の銀行部門全体

における比重をとるものである（「外銀数比率」、「外銀資産比率」）。通常、外国銀行の参入

にあたって当該の銀行部門に高い金融技術の波及があると期待されるのは、後者のように

外国の銀行業が参入するケースである。一方、前者には、外国人株主によるガバナンスの

機能が発揮されることが期待される。 

 市場全体の「外資出資比率」は、1990 年代の金融自由化をきっかけに上昇しはじめてい

る。アジア金融危機後には比率は少し低下するが、その後すぐに回復し、2007 年には 45%

超のピークに至っている。その後、世界金融危機を背景に、タイでも外資の参入規制が強

化されたことにより 42%前後で推移してきた。 

もう一方、金融技術の波及が期待できる「外銀」のプレゼンスの推移をみると、実態に

対応して、外国銀行の参入には段階があることがわかる。アジア金融危機直後には著名な

多国籍銀行 4 行が参入するが、それらのうち 2 行は 2004～2005 年までに撤退している。そ

の後、リーマンショックの後にはマレーシア系と中国系の外銀の中小規模行買収による参

入が起き、2015 年までには日系・中国系・オ－ストラリア系合計 4 行が新規参入している。 

図から外銀の数の市場シェアと外銀の総資産の市場シェアをみると、外銀の数の比率は、

金融危機直後に上昇したものが 2004 年を境に一旦減り、2008 年のリーマンショック後に再

び上昇している。一方で、外銀の資産の比率でみると 2004 年以降の減少は限定的でその後

2008 年から上昇に転じている。これは当初参入した小規模行への外資出資に代わって比較

的規模の大きな銀行としての外資の参入が増えてきたからであると、理解できる。 

 

 

図２：タイ商業銀行部門の外銀・外資のプレゼンス推移及び市場集中度の変化 

 

〔出所〕Bank of Thailand、タイ証券取引所。 
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2. 市場競争環境の変化 

 

こうした商業銀行セクターの再編は、意外なことに、市場競争環境の悪化を招いている。

図 2 には 1998 年以降の銀行総資産で図ったハイヒンダール・インデックス（HHI）も示し

てある。アジア金融危機の大規模な再編の中でも意外なほど寡占構造は変化していない。

2004 年からの金融会社からの商業銀行の参入により、HHI 指数は若干下っており市場の寡

占化が少し緩和された。その後、新しい金融会社から昇格したリテール銀行の参入のなか

で 2008 年までの間、市場の競争環境が強まる傾向にある。その後、2009 年から外資資本の

参入が進む中で、実は、市場の競争環境は反転して悪化している。 

 

 

3. 銀行貸出行動の変化 

 

商業銀行貸出の絶対額はアジア金融危機以降に急落するが、2002 年から増加に転じてい

る。図 3 は、直近までの商業銀行部門の産業別貸出行動の変化をまとめたものである。2000

年代から、銀行貸出の重心は伝統的な製造業部門から個人消費や金融サービスなどリスク

が相対的に低い分野に移す傾向が強くなっている。 

 

 

図 3：商業銀行部門の産業別の貸出変動 

 

〔出所〕Bank of Thailand. 
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小売業、建設・不動産業と農業部門への貸出はアジア金融危機以降減りつつあるが、そ

れに代わって、個人消費・金融部門への貸出比率が急速に伸びてきている。より詳細にみ

ると、一つには危機後の金融改革・再編に伴って金融会社・リース会社などへの貸出が増

加しており、もう一つには個人向けのカード・ローン、自動車ローンなどへの貸出が急増

している。2012 年からのインラック政権は「ファースト・カー・ポリシー」を唱え、初め

て自動車を買う個人、特に低所得者に対して、税金還付による補助金を導入したが、この

時期には明らかに自動車ローンを含む「個人消費」の項目が急増している。近年では、中

間層及び富裕層によるオンライン・ショッピングが 2 桁の高成長率を維持しているが、そ

うした消費の上昇も「個人消費」、「金融」むけの信用サービスを増加させている要因であ

ると考えられる。2002 年から急速成長を遂げた製造業部門に対する貸出比率は低下傾向に

ある。 

 

 

第4節 商業銀行のパフォーマンス及び金融仲介機能の評価 

 

図 4 は、商業銀行部門の収益構造の推移を示したものである。アジア金融危機直後には、

商業銀行部門の純利益率は平均マイナス 6%以下に落ち込んだが、2002 年から徐々に回復を

示してきた。2007～2008 年の世界金融危機を除いて、2003 年以降タイ商業銀行部門では、

収益率の上昇が続き、経費率も安定的に推移しており、安定的な成長を示してきた。2007

～2008 年を除いて非利子収入率も徐々に伸びつつあり、「金融セクター・マスタープラン」

に沿った新しい金融商品や金融イノベーションの導入、それによる投資銀行業務が徐々に

比重を増す徴候を示している。 

 

図 4：商業銀行部門の収益構造（対総資産利益率、%） 

 

〔出所〕Bank of Thailand、タイ証券取引所。 
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 図 5 は、地場大規模行 2 行（バンコク銀行 BBL,サイアムコマーシャル銀行 SCB）と代表

的な外銀 2 行（スタンダード・チャータード銀行 SCBT、ユナイテッド・オーバーシーズ銀

行 UOB。ともに概ね中規模行に位置する）をとりあげ、収益構造を吟味してみたものであ

る。図 5－1 は収益率、図 5－2 は経費率の推移を示している。図 5－1 を見ると、大規模行

と外銀では、金融危機の混乱が収拾したあとの 2003 年以降では、明らかに地場大規模行の

方が外銀より高く、外銀の中では欧米系のスタンダード・チャータード銀行が、シンガポ

ールの UOB より高い。図には示されていないが、外資行銀行の収益率は、地場系の中位行

のそれとほぼ同等であり、規模による収益率の格差がそのまま反映されているとみること

ができる。 

 

図 5－1：大規模行と外資行の収益率（ROA）対比 

 
 

 

図 5－2：大規模行と外資行の経営効率（Overhead）比率の対比 

 
〔出所〕タイ証券取引所。 
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図 5－2 によって経費率の格差を見ると、シンガポールの UOB は顕著に高く、大規模行

がもっとも低い。スタンダード・チャータード銀行の経費率は安定しないが、2008 年以降

は国内大手行と同等程度の水準を維持している。全体として、地場の大規模行は規模の経

済性を発揮して低い経費率（高い経営効率）と高い収益率を維持しており、欧米系のスタ

ンダード・チャータード銀行はそれに匹敵する経営効率を実現しているが、シンガポール

の UOB はその水準には至らない、という評価になる。 

アジア金融危機の後、不良債権比率は 1998 年に 48%台に至るが、民間債務再編推進委員

会（CDRAC）主導の私的整理や、破産裁判所による調停法的処理，あるいは銀行別の資産

管理会社による処理などが進められ、2001 年末にはそれが 10.5%前後にまで低下する。そ 

アジア金融危機の後、不良債権比率は 1998 年に 48%台に至るが、民間債務再編推進委員

会（CDRAC）主導の私的整理や、破産裁判所による調停法的処理，あるいは銀行別の資産

管理会社による処理などが進められ、2001 年末にはそれが 10.5%前後にまで低下する。そ

の後、商業銀行部門の機能は徐々に回復に向かう。図 6 にあるように、商業銀行の預貸率

は危機後に低下し、2001～2006 年の間、0.9 以下の低い水準で推移してきた。再編後の商業

銀行が、かなりの手元資金や国債などの安全資産を持ち、保守的な経営体質であった。預

貸率は 2007 年から徐々に増えて１を超えるが、製造業、卸売業・小売業への貸出の減少に

よって 2012 年から再び落ち込んでいる。 

 

 

図 6：タイ商業銀行部門の総資産と預貸率の推移 

 

〔出所〕Bank of Thailand. 
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おわりに 

 

アジア金融危機以来、タイの金融部門では、金融規制・監督制度の改革や数段階の再編

を通じて、所有構造が激変した。伝統的な家族経営は大幅に後退し、有力家族は経営や所

有の第１線から後退しつつある。それに代わって、外国銀行を含くむ外資のプレゼンスが

大幅に高まっている。 

収益構造を見ると、安定した経費率、非利子収入のゆるやかな上昇によって安定的な収

益面を維持してきたが、外資や地場資本の積極的な参入によって競争環境を強化するとい

う政策方針に関しては、あまり進捗は見られず、外資の参入につれてむしろ市場集中度は

高まっている。積極的な参入を促した政策目的に沿って、先進的な金融技術が普及したの

かどうかについても、現段階でははっきりしない。 

今後、銀行部門において外銀・外資のプレゼンスがますます高まっていくと考えられる

が、それに対応した市場の競争環境の維持と、銀行部門の生産性の向上をどのように図っ

ていくのかが、政策としての課題といえる。  
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補論—図１：タイ商業銀行部門の再編 
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AIG Retail Bank 

Kiatnakin Bank 

TISCO Bank 

GE money Retail 

Bank 

 

UOB Bank 

(Thai) 

Radanasin Asia 

UOB Bank 

(Thai) 

Siam City Bank 

Thanachart 

Bank 

TISCO Bank 

Kiatnakin Bank 

ACL Bank Industrial and Commercial 

Bank of China (Thai)  

 
International 

Commercial Bank of 

China (Thai)  

 

Mega 

International 

Commercial 

Bank 

 

Land and 

Houses Bank 

 The Thai Credit 

Retail Bank 

 

1998 年オランダ系 ABN-AMRO に買収され 

 
1998 年 1月破綻 FC の

資産を統合して設立 

 

2005 年 11 月合併 

 
1998 年に国有化、合併され 

 

2006 年 1月 GE Money FC からリテール銀行へ昇格 

 

 

2007年1月にアユタヤ銀行と戦略的パートナーとなり、

リテール銀行ライセンス返上 

 

2006 年 1月にタイケーハクレジットフォンシア

からリテール銀行へ昇格 

 

2005 年 12 月ランドアンドホウス住宅ベロッパー

を母体としてリテール銀行設立 

 

2005 年 8月に台湾系の中国国際商業銀行外銀支店か

ら外銀子会社へ昇格 

 

2006 年名称変更 

 

2005年 12月アジアクレジット FCとブアルアン FCを

母体として商業銀行へ昇格され 

 

2005 年 10 月キアットナーキン FC から商業銀行へ昇格され 

 

2004 年 10 月ティスコ FCとタイフームサップ FCを

母体として商業銀行へ昇格され 

 

2002 年 4月エカチャート FCから商業銀

行に昇格され 

 

2011 年に合併され 

 

2002 年 4月に合併 

 

1998 年 2月に国有化 

 
1998 年 1月に国有化 

 

2010 年中国系の ICBC に買収され 

2011 年 12 月リテール銀行から商業銀行に昇格され 

 

2007 年 3月に AIGコンシュマーFCからリテール銀行へ昇格 2009 年アユタヤ銀行に買収され 
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〔出所〕Commercial Banks in Thailand（1997～2014）、Bank of Thailand Statistical Data（1997～2017）、Annual Report of Commercial Banks Incorporated in Thailand（各年版）より 

筆者作成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Bank of China 

(Thai)  

 

2014 年 8月外銀支店から外銀子会社へ昇格 

 
ANZ Bank (Thai)   

 

2015 年 6月に設立 

2015 年 10 月に設立 

 

Sumitomo Mitsui 

Trust Thai Bank    
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補論—表 1：タイ商業銀行リスト 

 bank name 総資産

(Billion Baht) 

地場 

/外資 

外資比率

(%) 

筆頭株主国

籍 

major shareholder 背景 

 商業銀行       

1 Bangkok Bank  2502.75 地場行 34.96 アメリカ FIRST EAGLE INVESTMENT MANAGEMENT 

(US,2.73%) 

株式極分散され、しかし Board of Directors15 名の中

SOPHONPANICH 氏が Chairman を含めて 3 名占め 

2 Krung Thai Bank  2502.23 地場行 18.13 タイ政府 FINANCIAL INSTITUTIONS DEVELOPMENT 

FUND(TH,55.05%) 

政府系銀行 

3 Siam Commercial Bank  2383.61 地場行 37.29 タイ王室財

産管理局 

BUREAU OF THE CROWN PROPERTY AND 

GROUP (TH, 23.69%) 

王室財産管理局が長年筆頭株主になり 

4 Kasikornbank. 

 

2092.06 地場行 48.98 タイ THAI NVDR CO., LTD.(TH,26.75%) 華僑系の民間大手銀行 

5 Bank of Ayudhya  1073.42 外資系 72.14 日本 MITSUBISHI UFJ FINANCIAL 

GROUP(JP,72.14%) 

三菱東京 UFJ 銀行の子会社となる 

6 Thanachart Bank  990.72 地場行 49 タイ BANK OF NOVA SCOTIA(CA,49%) THANACHART 

CAPITAL PUBLIC COMPANY LIMITED(TH,50.96% ） 

株式極集中で TOP2 が 99％以上を持ち 

7 TMB Bank 765.35 地場行 39.01 タイ財務省 MINISTRY OF FINANCE THE KINGDOM OF 

THAILAND(TH,26.02% 

2009年からタイ財務省が筆頭株主にになっ

ている。 

8 United Overseas Bank 

(Thai)  

408.03 外資系 99.7 シンガポー

ル 

UNITED OVERSEAS BANK LIMITED 

(SG,99.7%) 

シンガポール系 UOB タイ国現地法人 

9 Tisco Bank  342.03 地場行 0 タイ TISCO FINANCIAL GROUP PCL(TH,99.99%) 2009年親会社に 100％買収され、delistした。 

10 CIMB Thai  

 

278.36 外資系 96.82 マレーシア CIMB GROUP(MY,96.82%) マレーシア系 CIMB タイ国現地法人 

11 Standard Chartered 254.83 外資系 99.99 イギリス STANDARD CHARTERED PLC(GB,99.99%) イギリス系 Standard Charterd タイ国現地法
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(Thailand) Bank  人 

12 Kiatnakin Bank  

 

234.3 地場行 32.69 タイ CREDIT SUISSE AG(CH,8.53%) タイ国地場系 

13 Land and Houses Bank  

 

148.72 地場行 0.88 タイ不動産 LH FINANCIAL GROUP PLC.(TH,99.99%) 不動産大手財閥のリテール銀行 

14 Industrial and Commercial 

Bank Of China (Thai)  

148.12 外資系 97.7 中国 INDUSTRIAL & COMMERCIAL BANK OF 

CHINA(CN,97.70%) 

中国国有系銀行 ICBC のタイ国現地法人 

 リテール銀行       

15 Thai Credit Retail Bank. 25.9 地場行 0 タイ生命保

険 

THAI LIFE INSURANCE GROUP(TH, na) タイ生命保険グループによって設立 

 外国銀行子会社       

16 Mega International 

Commercial Bank  

17.55 外資子

会社 

100 台湾 MEGA FINANCIAL HOLDING 

COMPANY(TW,100%) 

台湾系銀行 

17 Bank of China (Thai)  28.75 外資子

会社 

100 中国 BANK OF CHINA(CN,100%) 中国国有銀行 

18 ANZ Bank (Thai).  外資子

会社 

 オーストラ

リア 

 2015 年参入、オーストラリア系銀行 

19 Sumitomo-Mitsui-Trust-Thai-

Bank 

 外資子

会社 

 日本  2015 年参入、日系銀行 

出所：Bank of Thailand、Commercial Banks in Thailand (1997-2014) 


